
（様式①）

[健康福祉局] ７款４項１目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 医療機関研修費補助金 1,290 1,290 1,290 1,290 0 0

2 扶助事務費 1,762,989 1,174,900 1,610,786 1,052,425 152,203 122,475

3
横浜市自立生活安定化
支援事業

40,415 14,498 45,128 16,171 △ 4,713 △ 1,673

4 生活保護者法外援護費 12,068 8,903 10,319 7,154 1,749 1,749

5 生活保護費 133,816,777 32,903,332 133,635,236 32,763,096 181,541 140,236

6
生活困窮者自立支援事
業

1,093,912 369,953 1,076,418 359,310 17,494 10,643 ○

7
被保護者自立支援プロ
グラム事業

588,139 172,347 552,871 155,584 35,268 16,763

8 要介護認定調査委託費 6,549 6,549 6,410 6,410 139 139

9
要保護世帯向け不動産
担保型生活資金貸付原
資助成事業

15,185 3,797 13,989 3,498 1,196 299

10
ひきこもり相談支援事
業

30,319 8,960 31,675 9,351 △ 1,356 △ 391

11
最高裁判決に伴う生活
保護費等追加給付事業

3,382,280 504,180 0 0 3,382,280 504,180

計 140,749,923 35,168,709 136,984,122 34,374,289 3,765,801 794,420

事　業　計　画　書　目　次

増△減（８－７）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和８年度 令和７年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

医療機関研修費補助金

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

               1,290令和8年度                    0                   0               1,290                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

               1,290

                   0

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

               1,290

                   0

               1,290               1,290

               1,290

               1,290               1,290               1,290

                   0

               1,290

               1,290

               1,290

               1,290

               1,290

               1,290               1,290               1,290

                   0

                   0

　横浜市医師会、同歯科医師会、同薬剤師会がそれぞれの生活保護指定医療機関に対し、自主的に行う指導、講習会及び各種会議、委
員会、医療機関の指定促進、制度周知等の事業に要する経費並びに医療扶助の現物給付、福祉保健センター嘱託医の推薦等に要する経
費に対し、補助金を交付する。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

            75             75             75                 75             75             75             75）指定率
指定医療機関（医科

実績           75.9           75.3%

         2,500         2,500         2,500             2,500         2,500         2,500         2,500

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

利用可能となった医
療機関数（医科）

         2,538         2,506実績件

生活保護法による指定医療機関指導補助金交付要綱に基づき、横浜市医師会、横浜市歯科医師会及び横浜市薬剤師会が実施する指導研
修及び生活保護法の指定促進に関わる経費に対し、その資金を交付することにより、生活保護法による医療扶助の適正かつ円滑な運営
を図る。

事業目的

生活保護法による指定医療機関指導補助金交付要綱に基づく事業

背景・課題

生活保護法による指定医療機関指導補助金交付要綱根拠法令・方針決裁等

過年度実績による

根拠・データ等

・横浜市医師会、同歯科医師会及び同薬剤師会から交付申請を受け、内容を審査し、
 生活保護医療担当機関指導補助金を交付する。（７～９月）
・横浜市医師会、同歯科医師会及び同薬剤師会からの実績報告に基づき、交付金額を確定する。（３～５月）

事業スケジュール

昭和50年度事業開始年度

1
7年度8年度

医療機関研修費補助金
細事業(事業内訳） 1                1,290               1,290                    0

               1,290               1,290                    0

１生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 神部 真一



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

扶助事務費

7 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

1,762,989令和8年度  4,019 0 1,174,900 584,070 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

1,610,786

152,203

 553,764

 30,306 0

 0

 0

 1,052,425

 122,475

1,322,043 1,490,929

 1,888,094

1,754,577 1,754,577 1,754,577

 0

764,731

2,108,494

1,549,669

 1,002,255

 1,414,168

1,194,769 1,194,769 1,194,769

 4,597

 ▲578

生活保護法に基づき、生活に困窮している国民等を対象に、国の定める基準のもと困窮等の程度に応じた方策を講じ、健康で文化的な
最低限度の生活を保障して、対象世帯の自立助長を図る。生活保護関連事業の執行に必要な事務的経費。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

51 51 31 31 31 31 31
第三者行為求償

実績 31 25件

－－－－－－－

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

－

－－実績－

健康福祉局及び各区福祉保健センターにおける生活保護法の適正な運営の確保及び円滑な執行のための事務的経費。

健康福祉局分事務費
（1）生活保護指導監査事業：各区福祉保健センターに対して指導監査を行い、法の適正な実施と円滑な運営を図る。
（2）生活保護適正化実施事業：特別相談員が区の告訴等の支援や警察との連携強化により不正受給対策等を推進する。
（3）適正な医療扶助の執行事業：生活保護法による医療機関の指定促進啓発と被保護者の受診確保を図る。

事業目的

オンライン資格確認の安定的な運用、診療報酬の適正な支出を図る。
（4）債権回収事業：適正な債権管理及び未収債権回収の取組みを推進する。

福祉保健センター執行事業
（1）各区福祉保健センターにおける生活保護法の適正な運営の確保及び円滑な執行を図るため補完的措置を行う。
（2）被保護者の支援向上を図ることを目的に、生活保護業務に従事する関係職員の研修啓発を行う。
（3）生活保護費の窓口での支給業務について、現金取扱いリスクの軽減及び確実な支給を行う。

生活保護システム事業分
　健康福祉局及び各区福祉保健センターの機器リース料、保守委託料及びシステム修正費用並びに経常的業務経費。

医療レセプト管理システム事業分
　生活保護版レセプト情報管理システムの保守管理料、機器リース料等の経常的業務経費。

法定受託事務の生活保護における事務的経費。令和３年９月１日「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」の施行により、
生活保護システムを国が示す標準仕様に準拠したシステムに円滑に移行する必要などもあり、事業費は増加傾向にある。国費補助事業
であるが、横浜市の負担も伴うため、今後も生活保護法に基づき適正に事業を執行する。

背景・課題

生活保護法（昭和25年5月4日法律第144号）根拠法令・方針決裁等
地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）

過年度実績及び見積書による

根拠・データ等

・昭和25年度　生活保護制度開始に伴い監査事業・事務費の開始
・昭和36年度　医療扶助の開始
・平成22年度　医療レセプト管理システム運用開始
・平成23年度　生活保護適正化事業開始
・平成25年度　生保システム運用開始（事業実施は平成23年度から）
・令和４年度　システム標準化対応業務委託開始
・令和６年度　医療扶助オンライン資格確認運用開始

事業スケジュール

昭和25年事業開始年度

1
7年度8年度

２生活支援課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 5年度

生活保護指導監査事業

細事業(事業内訳）

1 4,774 4,491 283 会計年度任用職員人件費の増

生活保護適正化実施事業
2 25,766 25,343 423 R7会計年度任用職員報酬改定による増

適正な医療扶助の執行
3 169,701 252,776 ▲83,075 会計年度任用職員人件費の減

債権回収
4 45,803 38,684 7,119 使用料及び賃借料の増

事務費
5 884,219 852,104 32,115 R7会計年度任用職員報酬改定による増

生保システム
6 ■■■ ■■■ ■■■ Office2024LTSCライセンス購入による需用費

の増

システム標準化対応業務委託
7 ■■■ ■■■ ■■■ 委託業務範囲拡大による委託料の増

医療レセプト管理システム
8 8,263 6,421 1,842 主に仮想基盤に係る委託料の増

生活保護費窓口支給事務事業
9 85,500 80,849 4,651 会計年度任用職員人件費の増

1,762,989 1,610,786 152,203

伊藤 泰毅 杉田 秀実



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

横浜市自立生活安定化支援事業

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

              40,415令和8年度                    0                   0              14,498              25,917                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

              45,128

             ▲4,713

              28,957

             ▲3,040                   0

                   0

                   0

              16,171

             ▲1,673

              25,152              25,152

              25,131

              40,415              40,415              40,415

                   0

               8,490

              25,148

               8,225

               8,576

               7,651

              14,498              14,498              14,498

                   0

                   0

生活困窮者及び被保護者のうち、居宅生活への移行の際に支援を必要とする者に対して、転居先となる居宅の確保に関する支援、各種
契約手続等に関する相談・助言等居宅生活に移行するための支援及び居宅生活移行後に安定した生活を営むための定着支援等を実施し
ます。

事業概要
（アクティビティ）

平成28年10月より（中区）寿地区の簡易宿泊所で生活する生活保護受給者を対象として事業を開始し、平成30年度より対象を寿地区以
外の簡易宿泊所、無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設で生活する生活保護受給者へと拡大しました。また、令和４年度より被保
護者向けから、生活困窮者へと支援対象者を拡大しました。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

           150            150            200                200            200            200            200
事業利用件数

実績            150            151件

           100           100           100               100           100           100           100

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

転居終了件数

            69            64実績件

①簡易宿泊所や無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設等は、本来一時的な居所である前提です。しかし、これらに居住する生活困
窮者に対して民間賃貸住宅等への転居支援を行う際、緊急連絡先の確保が難しいことや民間賃貸住宅等での生活経験が乏しいことなど
により、本人が希望しても転居の実現に困難を伴うことが少なくありません。令和４年度より被保護者向けから生活困窮者へ支援対象
を拡大し、利用者が増加しました。

②生活に困窮し、住まいを失った又はおそれのある者で転居支援が必要な者に対して、居住の確保とその後の安定した住まいを継続的

事業目的

に支援するため、不動産契約等に専門的な知識を持つ職員とＣＷや自立相談支援員がチームとして問題解決に向けた支援を行うことを
目的としています。

【被保護者】
横浜市内の簡易宿泊所、無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設で生活する生活保護受給者のうち、民間住宅等への転居を希望する
者に対して、転居及び転居後の地域での安定した生活の継続に向けた支援を行う。
【生活困窮者】
ネットカフェやビジネスホテル等の一時的な居所を利用している、住宅を喪失している住居確保給付金受給の対象となる者のうち、民
間住宅等への転居を希望する者に対して、転居及び転居後の地域での安定した生活の継続に向けた支援を行う。

・居宅移行に向けた相談支援
居宅生活に移行すること及び移行後の転居先となる住宅について、希望や意向を聴取するとともに、転居先候補の紹介や不動産業者へ
の同行、本人確認書類の確保や緊急連絡先の確保、契約手続きに関する助言等の居宅生活の移行に向けた相談支援を行う。
・自立生活安定化支援
地域生活での経験が乏しい等で安定した住居への転居を望まない者に対し、「体験アパート」での生活で問題・改善点が少なくなるよ
う経験することで地域生活への一歩を進めるようにするための支援を行う（支援開始より概ね６ケ月）。
各自の状況に応じて、家賃・公共料金の支払い、ゴミ出しなどアパートでの生活を営むために必要な事柄について経験を重ね、実際に
地域生活に出た際に不便のないよう、生活の質をあげる支援を行う。
なお、体験アパートは部屋数に限りがあり、時期や期間が利用希望者の意向と添えないことがあるが、利用し転居したものは現在も地
域生活を問題なく継続できている。一方で、転居支援に際し、利用者の緊急連絡先の確保が困難な場合に、受託者が緊急連絡先を引き
受けざるをえず、支援終了後も無償で緊急連絡先として対応している課題がある。
・居宅生活移行後に安定した生活を継続するための定着支援
居宅生活移行後、生活する上での困りごと等に関する相談のほか、定期的な電話や訪問により、食事や洗濯、掃除、ごみ出し等生活状
況、公共料金等の支払い状況の確認並びに必要に応じた助言等行う。
【無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準省令　令和２年４月１日施行】
14条第2項：無料低額宿泊所は一時的な居住の場と鑑み、契約期間を１年以内に限定するとなり、安定した住居設定に向けた積極的な
支援が更に求められるようになった。被保護者の自立への一歩である住宅確保にも本事業の必要性がある。

簡易宿泊所や無料低額宿泊所、法的位置づけのない施設等は、本来一時的な居所ですが、これらに居住する生活困窮者は、緊急連絡先
の確保が難しいことや民間賃貸住宅等での生活経験が乏しいことなどにより、本人が希望しても転居の実現に困難を伴うことが少なく
ありません。

背景・課題

【根拠法令】（国）地域居住支援事業実施要領根拠法令・方針決裁等
　　　　　　横浜市自立生活安定化事業実施要綱・横浜市自立生活安定化支援事業事務取扱要領

３生活支援課健康福祉局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 5年度

【令和４年度】
事業利用者数：201人、転居支援完了件数：108件
住居確保給付金相談件数：3,183件、申請件数806件

【令和５年度】
事業利用者数：150人、転居支援完了件数：64件
住居確保給付金相談件数：1,862件、申請件数368件

【令和６年度】

根拠・データ等

事業利用者数：151人、転居支援完了件数：69件
住居確保給付金相談件数：2,041件、申請件数280件

４月～３月（通年）　面談等を通じた課題把握、支援計画策定、転居及び転居後の支援実施
（事業利用については、ケース診断会議等にて本事業の利用を承認の上、委託先と調整し支援開始を行う）

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
7年度8年度

横浜市自立生活安定化事業
細事業(事業内訳） 1               40,415              45,128              ▲4,713 新規利用者数の減による委託料の減

              40,415              45,128              ▲4,713

伊藤 泰毅 澤口 直弘



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

生活保護者法外援護費

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

              12,068令和8年度                3,165                   0               8,903                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

              10,319

               1,749

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

               7,154

               1,749

               6,267               6,836

               9,545

              12,068              12,068              12,068

                   0

               3,324

               5,705

               2,024

               3,893

               6,374

               8,903               8,903               8,903

               3,165

                   0

①保護施設援護費：保護施設に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。制度開始以降、法定の施設事務費に職員配
置加算が増設されたことから、平成28年度より当該法外扶助を段階的に見直し、平成30年度から新要綱へ移行した。
②被保護者援護費：生活保護法による被保護世帯に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

     5,647,000      6,236,000      9,719,000         11,468,000     11,468,000     11,468,000     11,468,000
保護施設援護費

実績      5,315,677      8,916,908円

           500           500           500               500           500           500           500

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

被保護者援護費

           325           283実績セット

・保護施設援護費：保護施設に対して法律外の援護を行うことにより、入所者の処遇向上を図る。
・被保護者援護費：生活保護世帯に対して法律外の援護を行うことにより、支援の向上を図る。

事業目的

・保護施設援護費：保護施設の財源は施設事務費等の公費であり、配置基準を上回る職員配置や職員平均勤続年数の上昇に伴う施設の
賃金負担が大きい。施設の経営状況を安定させ、入所者の処遇を向上させるために支援が必要である。
・被保護者援護費：単身の被保護者等が緊急入院・入所等をした際、必要な日用品・肌着の所持が無い場合に、現物による支援が必要
である。背景・課題

生活保護法外援護対策費支給要綱、横浜市保護施設法外扶助費支給要綱、横浜市保護施設用地貸付要綱根拠法令・方針決裁等

過年度実績による

根拠・データ等

①施設への法外援護費については、四半期ごとに概算払と精算を行う。
②被保護者への緊急対応としての日用品・肌着支給については、年度に１度購入し、各区へ配布、随時現物を支給する。

事業スケジュール

昭和45,63年度事業開始年度

1
7年度8年度

保護施設援護費

細事業(事業内訳）
1               11,468               9,719                1,749 職員の平均勤続年数の伸長に伴う扶助費の増

被保護者援護費
2                  600                 600                    0

              12,068              10,319                1,749

4生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 杉田 秀実



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

生活保護費

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

         133,816,777令和8年度            1,718,496                   0          32,903,332          99,194,949                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

         133,635,236

             181,541

          99,217,615

            ▲22,666                   0

                   0

                   0

          32,763,096

             140,236

         129,448,671         131,742,686

         132,849,146

         138,624,318         143,420,481         148,791,541

                   0

          31,764,719

         132,027,559

          32,642,614

          32,305,344

          32,429,138

          34,656,080          35,855,120          37,197,885

           1,654,525

              63,971

　生活保護法に基づき、生活に困窮する者に対して必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するのに
必要な保護費（生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助）、就労自立給付金、進学・就
職準備給付金の給付及び施設事務費、委託事務費を支弁する。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

［事業目的］
　日本国憲法第25条の理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行いその最低限
度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。（生活保護法第１条）

［生活保護制度の基本原理］
　国家責任による最低生活保障の原理（第１条）、保護請求権無差別平等の原理（第２条）、

事業目的

　健康で文化的な最低生活保障の原理（第３条）、保護の補足性の原理（第４条）

背景・課題

生活保護法、生活保護法施行令、生活保護法施行規則、保護の実施要領根拠法令・方針決裁等

生活保護統計月報

根拠・データ等

毎月の定例支給日及び追給日（月２回）に被保護者へ生活保護費を支給する（通年）。

事業スケジュール

昭和25年度事業開始年度

1
7年度8年度

生活保護費
細事業(事業内訳） 1          133,816,777         133,635,236              181,541 医療扶助費の増

         133,816,777         133,635,236              181,541

５生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 杉田 秀実



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和8年度

令和 5年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

生活困窮者自立支援事業

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

1,093,912令和8年度  4,317 0 369,953 719,642 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

1,076,418

17,494

 713,071

 6,571 0

 0

 0

 359,310

 10,643

1,363,749 990,203

 778,226

1,068,147 1,068,147 1,068,147

 0

431,236

747,442

73,818

 332,018

 278,540

363,552 363,552 363,552

 4,037

 280

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対する「第２のセーフティネット」として、法に基づき自立に向けた包括的な相談支援を実施
します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

10,000 5,000 3,900 2,800 2,900 3,000 3,100
支援申込件数

実績 2,453 2,518件

1,8801,8201,7601,7002,7001,8595,000

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

就労家計やその他理
由等による目標達成
者数

1,3231,689実績件

　就労等による経済的困窮を支える支援にとどまらず、その人らしい自立に向けた支援を実施します。各種制度の狭間に陥ることがな
いよう包括的に相談を受け止める仕組みを構築し、各関係機関と連携を図りながら、本人に寄り添い、地域でその人らしく生活できる
よう支援することを目的としています。
　生活に困窮されている方は増加傾向にあり、物価高の影響により継続的な支援が求められています。それに伴い、各事業の支出も増
加しています。
　今後も、物価高の影響支援策で行われていた、各種貸付金の返済等により生活に困窮する方の相談が多くあると見込まれ、そのよう

事業目的

な方々に対しても早期に就労、家計管理など複合的な視点で支援を行い、第２のセーフティネットとしての役割を果たします。
　昨今の社会経済や生活環境の変化により生活困窮に陥るリスクは増加していますが、本事業で受け止めて支援することで、生活保護
申請件数に大きな変化はなく推移している状況です。

本事業で対象としている生活困窮者は、失業等を背景とする経済的な困窮だけではなく、就労の状況、心身の状況、住まいの確保、家
族の課題、家計の課題、債務、社会的な孤立など、抱える課題が複雑で多様化しています。

背景・課題

生活困窮者自立支援法根拠法令・方針決裁等

【４月時点における生活保護受給世帯数】
平成30年度:53,925世帯、令和元年度:53,844世帯、令和２年度:54,110世帯、令和３年度:54,806世帯、令和４年度:55,145世帯、
令和５年度:55,499世帯、令和６年度:55,936世帯、令和７年度:55,980世帯
【生活保護申請件数】
平成29年度:9,078件、平成30年度:8,546件、令和元年度:8,664件、令和２年度:9,154、令和３年度:9,641件、令和４年度:10,430件、
令和５年度:10,835件、令和６年度:11,221件

根拠・データ等

通年で実施

事業スケジュール

平成27年度事業開始年度

1
7年度8年度

自立相談支援事業

細事業(事業内訳）

1 35,039 19,421 15,618 住まいの相談に関する委託料の増

住居確保給付金
2 106,605 147,396 ▲40,791 実績に基づく扶助費の減

就労準備支援事業
3 ■■■ ■■■ 就労準備支援事業の生活困窮者自立支援制度

利用者の減による委託料の減

家計改善支援事業
4 ■■■ ■■■ 人件費及び事業費の減による委託料の減

寄り添い型学習支援事業
5 ■■■ ■■■ 人件費の増による委託料の増

６生活支援課健康福祉局

一般会計

■■■

■■■

■■■



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 5年度

就労訓練事業

細事業(事業内訳）

6 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費の見直しによる委託料の増

局事務費
7 ■■■ ■■■ 改修項目が減少したことによる委託料の減

会計年度任用職員人件費
8 523,527 497,207 26,320 報酬改定のため増

泉区若者社会参加促進事業
9 ■■■ ■■■ ■■■ 被保護者自立支援プログラム事業との按分に

よる新規計上

1,093,912 1,076,418 17,494

伊藤 泰毅 菊池 智美

■■■



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

被保護者自立支援プログラム事業

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

588,139令和8年度  2,151 0 172,347 413,641 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

552,871

35,268

 395,074

 18,567 0

 0

 0

 155,584

 16,763

492,372 493,306

 538,459

565,436 565,436 565,436

 0

150,157

492,468

156,680

 150,378

 199,189

164,068 164,068 164,068

 2,213

 ▲62

生活保護制度が目的とする被保護世帯の「自立助長」のため、被保護者の抱える多様な課題に対応する支援を実施し、被保護世帯の就
労自立・日常生活自立・社会生活自立を推進します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800 4,800
就労支援者数

実績 4,915 4,900人

2,4002,4002,4002,4002,4002,4002,400

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

上記による就労者数

2,0902,131実績人

生活保護法に基づく「能力活用」の原則ならびに「自立助長」の目的を達成するため、被保護者の経済的自立、日常生活自立、社会生
活自立を支援するため、自立支援プログラムを推進する必要があります。当プロクラムでは以下の事業を展開し、被保護者の多様な課
題の解決に向けて支援を円滑に行っていきます。

（１）就労支援事業
① 就労支援専門員（会計年度任用職員）

事業目的

社会福祉に関する相談援助業務又はハローワーク等での職業相談業務への従事経験があり、就労支援の専門知識を有する者を各区２
人以上配置（計68人）し、稼働能力を有する被保護者の就労支援を行います。
　主な業務として、被保護者の求職相談、求人情報の提供及び求職方法の指導援助、就職斡旋を行う他、必要に応じてハローワーク等
での求職活動や企業面接への同行など、ケースワーカーと連携し、様々な課題に対して個別性の高い支援を行うことを通じて、被保護
者の就労や就労に向けた意欲喚起や社会参加等の自立に向けた支援に繋げます。
② ハローワークと連携した一体的な就労支援事業（ジョブスポット）

各区役所内にハローワークの相談窓口を設置し、被保護者・生活困窮者・ひとり親で就労支援を必要とする者を対象にハローワーク
職員が区で職業相談・職業紹介を行い、区とハローワークが連携した一体的な就労支援を実施することで、就職率の向上に繋げます。

（２）無料職業紹介事業
各区福祉保健センターを事業所とした無料職業紹介事業を実施し、被保護者・生活困窮者の状況に応じた求人開拓をすることで、就

労に繋げます。また、就職支援・意欲喚起セミナーを実施することにより、就労実現に向けての意欲向上に繋げます。

（３）就労準備支援事業
職業体験や、体験前の事前講座等を実施し、社会とのつながりの構築や、就労実現のきっかけを作ることで、就労意欲の喚起や一般

就労に向けた基礎能力の形成に繋げます。

（４）教育支援事業
児童福祉に関する相談援助業務や、教育・進学に関する業務、社会福祉に関する相談援助業務への従事経験のある者を教育支援専門

員（会計年度任用職員）として各区１人配置（計18人）し、被保護世帯の子どもとその養育者に高校進学支援及び高校進学後の定着支
援等を行います。
　主な業務として、高等学校等に関する情報提供や進学に必要な手続き支援、通学継続支援、就学に関する生活保護制度上の取扱及び
各種貸付制度に関する説明、進学に向けての意欲喚起を行うことで、将来に向けた選択肢の幅を広げ、貧困の連鎖の防止に繋げます。

（５）年金相談事業
要保護者、被保護者の年金受給資格可否についての検討及び調査や、年金についての相談支援、年金裁定請求手続き等の支援を行う

ことで、生活保護費の減額が期待できます。
　社会保険労務士資格所持者もしくは同等以上の年金制度に関する知識を有する者、または年金事務所等での業務経験があり、年金制
度に対する相当程度の知識を有する者を年金相談専門員(会計年度任用職員)として健康福祉局に11人配置し、１人あたり１～３区の兼
務で、全区の被保護者の年金に関する調査事務やケースワーカーへの年金に関する相談支援等を行います。

（６）区独自自立支援事業（中区仕事チャレンジ講座、泉区若者社会参加促進事業、中区仕事チャレンジアシスト事業、中区自立生活
等支援事業）
　区における独自の課題に対し、その改善に向けた取組を行うことにより、当該区の被保護者等の自立支援を推進します。

（７）被保護者家計改善支援事業
生活保護受給世帯の抱える家計収支の均衡が取れていない、あるいは多重債務を抱えるなど、家計に課題を抱える生活困窮者に対し

て、自身で家計の把握を行い、改善に取り組めるよう情報提供や専門的な助言・支援等を実施します。

被保護者の抱える問題は多岐にわたります。生活保護は被保護者の自立助長を目的としていますが、一言に「自立」といっても、就労
ばかりではなく、その人にとっての「自立」を助長するために、さまざまな課題に対応する支援が必要です。

背景・課題

生活保護法、就労支援プログラム実施要綱、就労支援専門員による就労支援事業実施要綱、横浜市就労準備支援事業実施要綱、教育支根拠法令・方針決裁等

７生活支援課健康福祉局

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 5年度

援専門員による支援事業実施要綱、横浜市生活保護担当年金相談事業実施要領、横浜市家計改善支援事業実施要綱

被保護人員数：令和２年度68,215人、令和３年度68,087人、令和４年度68,030人 、令和５年度68,130人、令和６年度67,696人
稼働年齢層(15歳～64歳)の被保護者数:令和２年度30,368人、令和３年度30,434人、令和４年度30,527人、令和５年度30,937人、令和
６年度31,144人
非稼働の被保護者数：令和２年度20,791人、令和３年度20,873人、令和４年度21,021人、令和５年度21,396人、令和6年度21,730人
※非稼働の被保護者数は、傷病や障害等により就労できない方を含む
【根拠】
被保護人員数、稼働年齢層の被保護者数、非稼働の被保護者数：本市被保護者調査集計結果（各年度７月末現在）
就労支援者数および就労者数：（目標）横浜市中期計画　（実績）就労支援専門員実績報告

根拠・データ等

各事業通年で実施

事業スケジュール

平成14年度事業開始年度

1
7年度8年度

就労支援事業

細事業(事業内訳）

1 326,099 307,273 18,826 会計年度任用職員人件費の増

無料職業紹介事業
2 ■■■ ■■■ ■■■

就労準備支援事業
3 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費単価の増

教育支援事業
4 84,736 79,820 4,916 会計年度任用職員人件費の増

年金相談事業
5 54,313 50,160 4,153 会計年度任用職員人件費の増

中区チャレンジ講座
6 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費・事業費（講師派遣費用）の増による

委託料の増

泉区若者社会参加促進事業
7 ■■■ ■■■ 困窮との按分による減

中区仕事チャレンジアシスト事業
8 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費の増による委託料の増

中区自立生活等支援事業
9 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費・安全対策費の増による委託料の増

被保護者家計改善支援事業
10 ■■■ ■■■ ■■■ 人件費の増による委託料の増

588,139 552,871 35,268

伊藤 泰毅 澤口 直弘

■■ ■



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

要介護認定調査委託費

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

               6,549令和8年度                    0                   0               6,549                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

               6,410

                 139

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

               6,410

                 139

               5,570               5,822

               4,825

               6,549               6,549               6,549

                   0

               5,570

               6,020

               6,020

               5,822

               4,825

               6,549               6,549               6,549

                   0

                   0

次の（１）から（３）の各号に該当する者を対象に、指定居宅介護支援業者等に要介護認定調査を委託し、介護扶助の適正実施を図る
。
（１）生活保護法第６条第２項に定める要保護者。

事業概要
（アクティビティ）

（２）介護保険法施行令第２条で定める特定疾病の状態にある者。
（３）医療保険未加入のため介護保険法第９条第２号に定める被保険者になれない者。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

           916          1,005          1,005              1,042          1,042          1,042          1,042
調査実施件数

実績            985            718件

            －            －            －                －            －            －            －

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

－

            －            －実績－

生活保護法による要介護認定調査を、生活保護法第54条の２第１項の指定を受けた指定居宅介護支援事業者等(新規調査については介
護保険法第２４条の２第１項に定める指定市町村事務受託法人)に委託することにより、介護扶助の適正実施を図る。

事業目的

生活保護法に基づく事業

背景・課題

生活保護法、生活保護法による要介護認定調査委託要綱（平成12年４月１日施行）根拠法令・方針決裁等

過年度実績による

根拠・データ等

新規調査は、指定市町村事務受託法人へ委託し、継続・施設調査は各区生活支援課にて執行する。

事業スケジュール

平成12年事業開始年度

1
7年度8年度

要介護認定調査委託費
細事業(事業内訳） 1                6,549               6,410                  139 調査委託件数の増による委託料の増

               6,549               6,410                  139

８生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 田井 勘二郎



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付原資助成

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

事業

              15,185令和8年度                    0                   0               3,797              11,388                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

              13,989

               1,196

              10,491

                 897                   0

                   0

                   0

               3,498

                 299

              21,450              19,220

                   0

              15,185              15,185              15,185

                   0

               5,363

               3,272

            ▲12,815

               4,806

            ▲19,922

               3,797               3,797               3,797

                   0

                   0

国の要綱に基づき、都道府県社会福祉協議会が、一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居に住み続けることを希望する要保
護の高齢者世帯に対し、当該不動産を担保として生活資金の貸付を行う際の、貸付原資を支給する。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

            23             18             17                 15             15             15             15
貸付対象

実績             10              9件

            －            －            －                －            －            －            －

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

－

            －            －実績－

社会福祉法人神奈川県社会福祉協議会が行う「要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業」に要する貸付原資として補助金を交付
することにより、事業対象世帯の自立を支援し、併せて生活保護の適正化を図る。

《参考：要保護世帯向け不動産担保型生活資金の制度趣旨（国）》
居住用不動産の現金化を容易にし、所有する住居に住み続けながらその活用を促す施策として、要保護世帯向け不動産担保型生活資金
貸付制度を新たに設け、居住用不動産を有する高齢者世帯については当該貸付金の利用を生活保護に優先させるとともに、利用してい

事業目的

る間は生活保護の適用を行わない。

要保護世帯向け不動産担保型生活資金の制度趣旨（国）に基づく事業

背景・課題

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付事業補助金交付要綱根拠法令・方針決裁等

過年度実績による

根拠・データ等

毎月上旬に、神奈川県社会福祉協議会が、対象者へ１か月分の金額の貸付を行う。
新規対象者の申し込みは、神奈川県社会福祉協議会が随時受け付けている。
３月分の貸付終了後、本市から神奈川県社会福祉協議会へ補助金交付を行う。

事業スケジュール

平成19年度事業開始年度

1
7年度8年度

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付原資助成
細事業(事業内訳） 1               15,185              13,989                1,196 月額平均単価の増による補助金の増事業

              15,185              13,989                1,196

９生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 田井 勘二郎



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

ひきこもり相談支援事業

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

              30,319令和8年度                   50                   0               8,960              21,309                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

              31,675

             ▲1,356

              22,274

               ▲965                   0

                   0

                   0

               9,351

               ▲391

              23,824              27,203

              17,765

              25,673              25,673                   0

                   0

               8,088

              15,903

                   0

               8,271

             ▲1,122

               7,851               7,851                   0

                  50

                   0

　ひきこもり状態にある方やその家族が社会から孤立せず、当事者・家族が抱える不安が解消されるよう、市民や支援者向けの理解促
進のための情報発信・啓発や当事者・家族等への支援に取り組みます。また、地域で相談支援を行う関係機関との連携やバックアップ
体制を強化します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

           600            700          1,000              1,000          1,000          1,000          1,000者数
研修・講演会等参加

実績          1,304          1,837人

           950           950           950               950           260           260           260

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

新規相談件数

         1,247           855実績件

　ひきこもり状態にある方やその家族を対象とした面談等による個別相談のほか、ひきこもり支援に対する共通理解を促進するための
支援者向け研修の実施や、市民の理解を促進するための普及啓発を進めることで、ひきこもりの状態にある方やその家族が社会から孤
立せず、当事者・家族が抱える不安が解消されることを目的としています。

事業目的

　従来、「ひきこもり」は若年層が対象として捉えられてきましたが、近年は中高年層も含む事象となっています。令和４年度に実施
した「横浜市子ども・若者実態調査／市民生活実態調査」の結果では、ひきこもり状態にある方の推計人数は、市内全体で約33,000人
となっており、その内訳は、15～39歳が約13,000人、40～64歳が約20,000人となっています。
　ひきこもりは状態像であり、それ自体が問題ではありません。ひきこもり状態が続いて、本人や家族の困りごとが放置されていない
かどうか、社会的孤立が長期に渡っていないかどうかが重要であり、必要としている方にどのように情報を届けるかが課題です。

背景・課題

【根拠法令】社会福祉法、生活困窮者自立支援法根拠法令・方針決裁等
【方針決裁等】令和元年12月調整会議

【横浜市子ども・若者実態調査／市民生活実態調査（令和４年度）】より
　■市内のひきこもり状態にある方の推計人数は、
　　・若　年（15～39歳）は、「約13,000人（出現率1.36％）」
　　・中高年（40～64歳）は、「約20,000人（出現率1.53％）」
　　　※ひきこもり状態にある方の推計人数＝出現率(有効回答数に占める割合)×各年齢層の推計人口
　■ひきこもり群の定義：ほとんど家から出ない状態が６か月以上継続し、かつ、身体的な病気・障害等をその理由としない者

【こども・若者の意識と生活に関する調査（令和４年度）、内閣府】より
　■全国のひきこもり状態にある方の推計人数は「約146万人」。

根拠・データ等

　■ひきこもり群の定義：自室や家からほとんど出ない状態に加え、趣味の用事や近所のコンビニ以外に外出しない状態が
　　　　　　　　　　　　６か月以上続き、かつ、介護、育児等をその理由としない者

令和２～３年度　支援体制の強化に向けた検討・検討調整　
令和４年度～　電話、来所等による相談支援開始
令和５年度　電話、来所等による相談支援及び啓発・周知の拡充

事業スケジュール

令和2年度事業開始年度

1
7年度8年度

ひきこもり相談支援事業
細事業(事業内訳） 1               30,319              31,675              ▲1,356 相談記録システム導入の完了及び既存の啓発

動画活用による動画制作費の減

              30,319              31,675              ▲1,356

11ひきこもり支援課健康福祉局

一般会計

霧生 哲央 長谷川 美樹



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

最高裁判決に伴う生活保護費等追加給付事業

7 08 19

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

           3,382,280令和8年度                    0                   0             504,180           2,878,100                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

                   0

           3,382,280

                   0

           2,878,100                   0

                   0

                   0

                   0

             504,180

                   0                   0

                   0

                   0                   0                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0

                   0                   0                   0

                   0

                   0

　平成25年生活扶助基準改定にかかる最高裁判決に伴い、対象となる生活保護受給世帯・中国残留邦人等に、保護費・支援給付費の追
加支給を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　最高裁判決に伴う生活保護費等追加支給について、国が示した方針に沿って、現在、生活保護を受給している対象世帯への支給とと
もに、過去に生活保護を受給しており、申出があった世帯に、支給を行うことを目的としています。（中国残留邦人等支援給付を受給
している方も同様に対応）

事業目的

　対象世帯数は、想定が15万世帯にのぼることに加えて、世帯構成や、世帯員の状況、受給期間によって支給額が異なります。世帯ご
とに支給額を計算し、審査・決定をする必要があることに加え、対象世帯によっては、過去の受給状況について資料調査及び照会など
を行う必要があることから、業務が複雑かつ相当の業務になることが想定されます。
　そのため、必要なシステムの改修を行うとともに、業務の一部を委託化して、支給体制を整える必要があります。また、問い合わせ
に対して、丁寧に対応するために、コールセンターを設置する必要があります。

背景・課題

生活保護法、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律根拠法令・方針決裁等

・令和７年度厚生労働省補正予算（1,475億円）成立。
※追加給付1,055億円（本来は国費分で1,500億円を想定しているが、補正は想定額の２／３計上）、事務費401億円、国の設置する相
談センター17億円、原告追加給付２億円

根拠・データ等

・令和８年３月から開設したコールセンターの継続
・令和８年度当初から事務処理センター立ち上げ準備。準備後に開設
・国から示された内容に沿って、システム改修の実施
・システム改修を受けて、現在生活保護及び中国残留邦人等支援給付を受給している方への支給
・過去に生活保護及び中国残留邦人等支援給付を受給していた方の受付事業スケジュール

令和８年度事業開始年度

1
7年度8年度

最高裁判決に伴う生活保護費等追加給付事業
細事業(事業内訳） 1            3,382,280                   0            3,382,280 生活保護・中国残留邦人等追加支給に係る増

           3,382,280                   0            3,382,280

生活支援課健康福祉局

一般会計

伊藤 泰毅 島田 鷹志
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